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　当社は、市場の特性ごとに編成した３つの社内カンパニーと、トップマネジメントの補佐、全社レベルの研究開発および全社イ
ンターネット戦略推進などを担当するコーポレート（本社）とからなる組織体制で事業を行っています。
　そして、ブロードバンド・インターネットおよびモバイル・インターネット事業領域への経営資源の集中を図り、迅速な意思決定
を伴った経営を行っていきます。

経営体制

　本事業報告書に記載されている計画、戦略および業績見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定要素を含んでおります。
　実際の業績は、さまざまな要素により、これらと大きく異なる結果となる場合があります。
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株主のみなさまへ
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　ここに、平成１２年度（平成１２年４月１日から平

成１３年３月３１日まで）の経営状況についてご報告

申しあげるとともに、新体制下での経営戦略につ

いてご説明申しあげます。

平成１２年度の経営概況

ＮＥＣを取り巻く環境

　世界経済は、上半期は総じて拡大基調が続きま

したが、下半期から米国における景気減速感が広

がり、先行き不透明感が強まってきました。国内

景気も、上半期は輸出拡大による企業収益の回復

と設備投資拡大で景気回復感が広がりました。し

かし、年度後半から、株価の低迷や米国の景気減

速の影響を受け、企業業績が伸び悩むなど、景気

の停滞感が強まってきました。

　国内のエレクトロニクス業界においては、次世

代移動通信網の投資がスタートし、ネットワーク

（通信網）のブロードバンド（高速大容量）化などイ

ンターネット社会に対応した通信事業者の投資や

企業のＩＴ（情報技術）投資は底堅い動きを示しま

した。しかし、年度後半から世界経済の減速の影

響が徐々に顕在化し、パソコン需要の減速や半導

体メモリ価格の下落がエレクトロニクス企業の収

益に影響を与えました。　

　株主のみなさまにおかれましては、ますますご

清栄のこととお慶び申しあげます。また、平素よ

り格別のご理解とご支援を賜り、厚くお礼申しあ

げます。

　さて、当社は、市場の変化やスピードにあわせ

た会社経営を行うため、平成１２年4月より社内カ

ンパニー制および執行役員制を導入しました。そ

して株主のみなさまのご期待に応え業績の向上に

努めてまいりました。



　会社の概況（平成13年3月31日現在）
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■会社の概要

●社　　　名

●本　　　社

●設　　　立

●資　本　金

●従 業 員 数

●ホームページ

日本電気株式会社

 NEC  Corporation

東京都港区芝五丁目7番1号

1899年7月17日

2，447億円

 149，931名（連結）

  34，878名（単独）

http ://www.nec.co.jp

上記のホームページ内に株主・投資家のみなさま向けのIRホーム

ページを設けております。最新の会社業績をはじめとするさまざま

な情報をご案内しておりますので、ご利用ください。

IRホームページ  http ://www.nec.co.jp/ ir

●会社が発行する株式の総数

●発行済株式の総数

●株　主　数

●大　株　主（上位10名）

■株式の状況

3,200,000,000株

1,656,259,435株

125,662名

株　主　名

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）信託口

住 友 生 命 保 険 （相）

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー

日 本 生 命 保 険 （相）

ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌエイ・ロンドン
エ ス・エ ル ・オ ム ニ バ ス・ア カ ウ ント

（株） 住 友 銀 行

三 菱 信 託 銀 行（株）信 託 口

住 友 海 上 火 災 保 険（株）

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌエイ　ロンドン

東洋信託銀行（株）信託勘定A口

所有株式数
        （千株）

82,691

67,000

58,726

54,668

50,207

45,834

43,037

40,182

35,828

32,332

持株比率
       （％）

4.99

4.05

3.55

3.30

3.03

2.77

2.60

2.43

2.16

1.95

●所有者別状況

証券会社
7,988,006株
（0.48％）

94名

その他の法人
116,835,649株
（7.06％）
1,989名

金融機関 
797,035,691株
（48.12％）

445名

外国人
480,630,655株
（29.02％）

1,017名

個人その他
253,769,434株
（15.32％）
122,117名

 

■株価の推移
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との提携、また、今後需要拡大が見込まれる光通

信分野では、米国の光通信システム用デバイス開

発会社や（株）日立製作所との共同開発を開始しま

した。また携帯電話の普及により伸びが期待され

る小型ディスプレイ表示装置分野では、カシオ計

算機（株）やサムスンＳＤＩ社と提携を行い、積極的

な事業の拡大を図ってまいります。海外携帯電話

機事業については次世代携帯電話機の開発に注力

することとし、英国の生産工場の売却やメキシコ

工場の閉鎖を行いました。化合物半導体事業では、

分社して独立した経営を行うことで成長のスピー

ドアップを図ることとしました。

　その他の事業についても半導体封止装置事業は

住友重機械工業（株）への営業譲渡を行い、また宇

宙事業については、（株）東芝と事業統合を図り本

年４月に合弁会社を設立しました。

　さらにグループ会社の事業価値拡大を目指して、

グループ会社の再編にも着手しました。ＮＥＣのコ

ア事業とのシナジーと、収益性・成長性との観点

から関係会社の位置づけを見なおしています。半

導体計測器事業を行う安藤電気（株）の株式を横河

電機（株）へ売却しました。また、日通工（株）と当

社との間で重複していたＰＯＳ（販売時点情報管

理）　端末事業などについて日通工への統合を決定

したほか、子会社価値の顕在化や活性化をめざし、

事業構造改革の推進

　このような事業環境の中で、ＮＥＣは、グループ

全体の企業価値向上を目指し数々の施策を実施し

てきました。

　まず、コーポレート・ガバナンス（企業統治）を強

化するため経営と執行の分離のしくみ作りに努め

ました。具体的には、執行役員制の導入にあわせ、

取締役数をこれまでの約半数とするとともに、取

締役会の監督機能を強化しています。社外取締役

についても今後増員し、社外、コーポレート、社

内カンパニーの３者のバランスが取れた体制にし

ていきたいと考えております。この体制が整うま

での間、外部の視点によるアドバイスを得て経営

課題を幅広く審議する機関として経営諮問委員会

を発足しました。また、取締役および執行役員の

報酬の透明性や客観性を確保するための審議機関

として、報酬委員会を設けました。今後も、株主

の視点での企業統治を強化するしくみを完成させ

るようさらに改革を行ってまいります。

　つぎに、収益性改善を図るための事業構造改革

に取り組みました。

　まずコア（核）となる製品開発のスピードアップ

や世界市場での競争力強化を目的とし、他社との

提携などの事業再編を進めました。サーバ分野で

は米国インテル社やヒューレット・パッカード社
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（単位　百万円） （単位　円）

3,784,519
3,673,456
2,794,172

879,284
111,062
37,115
29,316
7,798
82,322
34,642
47,680
65,855

213,201
107,046
27,734

ー
68,824
9,595

248,232
ー
ー

31,794
216,438

30,824
6,000
2,000

22,824
11,840
4,884

488

29,292

4,099,323
4,006,311
3,050,543

955,767
93,012
54,529
41,059
13,469
83,623
29,165
54,457
63,917

243,275
26,697
37,220

179,357
ー
ー

271,023
265,520

3,895
1,608

ー

36,170
3,500
9,000

23,670
10,167
8,975

897

23,964

科　　　目

■損益計算書 ■利益処分（平成12年度）

平成１１年度
平成１１年４月１日

～
平成１２年３月３１日（ （

平成１２年度
平成１２年４月１日

～
平成１３年３月３１日（ （

売 上 高

売 上 品 総 原 価

売 上 原 価  

販売費および一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・配当金

その他の営業外収益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

その他の営業外費用

経 常 利 益

特 別 利 益

有価証券売却益

関係会社株式売却益

退職給付信託設定益

固定資産売却益

有価証券評価損失戻入額

特 別 損 失

関係会社株式等評価損失

固定資産売却損

返 納 金

関係会社等事業整理損失

税引前当期純利益

法人税、住民税および事業税

法人税等調整額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 未 処 分 利 益  

海外投資等損失準備金取崩額

プログラム準備金取崩額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

圧縮記帳積立金取崩額

計

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

役 員 賞 与 金

（うち監査役賞与金　18,900,000）

海外投資等損失準備金

プ ロ グ ラ ム 準 備 金

特 別 償 却 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

23,964,820,692

176,456,138

3,940,187,045

248,944,763

1,347,606,487

29,678,015,125

937,723,446

9,107,734,455 

269,500,000

118,900

2,368,714,583

1,869,758,522

1,050,505,332

3,000,000,000

11,073,959,887

これを次のとおり処分します。

１株につき5円50銭

（注）平成１２年１２月８日に８，９７５，６３８，８９２円（１株につき５円５０銭）の

　　　中間配当を実施しました。

退職給付信託設定益
当社は、平成１２年度から退職給付会計を適用しま

したが、これによる積立不足額の圧縮および退職

給付原資の確保を目的として、関係会社株式を退

職給付信託したことによるものです。

関係会社株式等評価損失
平成１２年度から適用した金融商品の減損処理や、

日本電気ホームエレクトロニクス（株）の清算など

子会社のリストラ実施に伴う損失を計上しました。

損益計算書のポイント（平成１２年度）

4

●連結オペレーティング・セグメント別売上高 ●連結オペレーティング・セグメント別営業利益

■ＮＥＣソリューションズ

20,366

22,706 22,284

15,821 15,277

18,343

10,448
11,227

12,288

平成
　10年度　11年度　12年度 　10年度　11年度　12年度 　10年度　11年度　12年度

■ＮＥＣネットワークス ■ＮＥＣエレクトロン
　デバイス

（億円）

■ＮＥＣソリューションズ

473

844 840
810

571

831

-544

494

682

平成
　10年度　11年度　12年度 　10年度　11年度　12年度 　10年度　11年度　12年度

■ＮＥＣネットワークス ■ＮＥＣエレクトロン
　デバイス

（億円）

却益などを計上する一方、事業構造改革費用など

を計上し、当期純利益は５６６億円と、昨年度の

１０４億円から増加しました。

　当年度の配当金につきましては、前年度の６円

から５円増配し、１株あたり１１円（うち中間配当

５．５円）とさせていただきました。

　つぎにセグメント別の業績についてご説明します。

　ＮＥＣソリューションズの売上高は２兆２，２８４億円

（前年度比２％減少）となりました。これは主に、

前年度において北米市場における個人向けパソコ

ン事業から撤退したことや、サーバの低価格化が

進んだことによるものです。営業利益は、８４０億円

とほぼ前年度並みとなりました。国内市場向けパ

ソコンの急激な減速やサーバの低価格化による影

フトウェア開発子会社であるＮＥＣソフト（株）などの

株式上場を行いました。

連結決算概況

　連結売上高は５兆４，０９７億円（前年度比８％増

加）となりました。ＮＥＣネットワークスの売上高が

前年度比２０％増加、ＮＥＣエレクトロンデバイスの

売上高が前年度比９％増加となったことが主な要

因です。

　営業利益は１，８５１億円（前年度比６８％増加）と

なりました。ＮＥＣネットワークスが利益を伸ばした

ことに加え、ＮＥＣエレクトロンデバイスも増益とな

りました。

　またＮＥＣソフト（株）の株式上場益その他株式売



　単独決算
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■貸借対照表 （単位　百万円）

1,839,268

241,083

767,532

207,568

ー

421,772

222,768

△ 21,456

1,876,851

406,955

75,312

1,394,583

453,959

463,895

338,602

116,220

141,520

△119,615

3,716,120

1,829,720

148,988

680,291

260,254

281,396

338,007

139,639

△ 18,857

1,724,335

412,896

65,347

1,246,092

233,265

541,401

429,767

ー

220,396

△178,738

3,554,056

平成１２年度
（平成１３年３月３１日現在）

平成１１年度
（平成１２年３月３１日現在）

1,609,859

1,034,046

88,847

145,011

341,954

1,064,617

891,414

105,366

ー

27,497

40,339

2,674,476

1,348,349

882,728

162,394

65,890

237,336

1,250,315

962,707

150,004

72,903

36,529

28,172

2,598,665

平成１２年度
（平成１３年３月３１日現在）

平成１１年度
（平成１２年３月３１日現在）

244,717

337,715

303,037

34,677

409,926

385,961

23,964

　　　  （23,670）

49,284

1,041,643

3,716,120

231,137

322,749

289,458

33,291

401,504

372,211

29,292

（22,824）

ー

955,391

3,554,056

科　　　目

資　　　　産　　　　の　　　　部

科　　　目

負　債　お　よ　び　資　本　の　部

負　　　　債　　　　の　　　　部

資　　　　本　　　　の　　　　部

流 動 資 産

現金および現金同等物

受取手形および売掛金 

短 期 貸 付 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

投資有価証券

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

前払退職給付費用

その他の投資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 負 債

支払手形および買掛金

短 期 借 入 金

社債（１年以内償還予定）

その他の流動負債

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

退職給与引当金

電子計算機買戻損失引当金

その他の固定負債

負 債 合 計

資 本 金

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

任 意 積 立 金

当期未処分利益

（うち当期純利益）

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

負債および資本合計
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ぞれの強みを活かすため本年４月に新たに組織改

革を行いました。ＮＥＣソリューションズは、新しい

事業モデルによる市場の創造を目指した事業展開

や業種ノウハウを活かしたシステム・インテグレ

ーション事業を強化します。ＮＥＣネットワークス

では、通信事業者への提案型ソリューション事業

へ注力していきます。またＮＥＣエレクトロンデバ

イスでは、デバイス・システム・インテグレーション

事業の強化を行います。

　今後、世界ではネットワークの高速大容量化とと

もに移動通信の普及・発展に伴う新たなサービス

（ブロードバンド＆モバイル化）が急速に進展す

るものと予想されます。ＮＥＣは、このブロードバ

ンド化とモバイル化という大きな潮流をとらえ、

グローバル・リーダーをねらえる事業に経営資源

を集中していきます。そしていずれの社内カンパ

ニーにおいても、より付加価値の高いソリューシ

ョン事業の拡大を図り、安定した収益を上げられ

るよう体質の強化を引き続き図ってまいります。

　株主のみなさまには、中長期的な視点から、引

き続きＮＥＣに対するご支援をよろしくお願いいた

します。

響がありましたが、ソフトウェア・サービスの採

算性向上によりこれを補いました。

　ＮＥＣネットワークスの売上高は１兆８，３４３億円

（前年度比２０％増加）、営業利益は８３１億円（前

年度比４６％増加）となりました。（株）ＮＴＴドコモ

向けｉモード携帯電話機を中心に国内市場向け携

帯電話機の売上が大幅に増加するとともに、国際

的なインターネット関連需要の拡大を受け海底ケ

ーブル光通信網用ＤＷＤＭ（光波長多重通信装

置）が好調に推移しました。

　ＮＥＣエレクトロンデバイスの売上高は１兆２，２８８

億円（前年度比９％増加）、営業利益も６８２億円

（前年度比３８％増加）となりました。システムＬＳ

Ｉや個別半導体が好調に推移しました。半導体メ

モリは上半期中は好調に売上が伸長しましたが、

下半期の大幅な価格下落により影響を受けまし

た。また、カラー液晶ディスプレイも価格下落の

影響を受けました。

企業価値最大化を目指した成長戦略

　ここにご報告しましたように、当社は平成１２年

度には数々の施策を実行してまいりましたが、引

き続き企業価値の最大化を目指して、改革を続け

てまいります。

　その具体策として、各社内カンパニーは、それ


